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沖縄県では、過度なマイカー依存により交通渋滞が慢性化し、生産性に悪影響をもたらしている。また、沖
縄においても人口減少・少子高齢化は不可避であり、高齢者や子どもをはじめ、誰にとっても豊かで暮らし
やすい地域づくりのためには、公共交通ネットワークの充実と活用が求められる。
このような中、全国では地域交通を「リ・デザイン」し、地域の足（モビリティ）を確保する取組が進められて

おり、沖縄でも「沖縄県地域公共交通計画」が令和6年5月に策定される等、公共交通の充実に向けた取組
が進んでいる。
これらの社会的な動向を踏まえ、本調査では、沖縄本島内陸上交通の現状と課題を整理し、今後必要な取

組を提言することで、関係機関の公共交通の充実と活用に向けた取組を促進することを目的としている。

１

ア 調査対象

イ 調査方法

ウ 調査項目

エ 調査時期

オ 実施主体

本島内を運行する公共交通機関（路線バス・モノレール）、行政機関等

各種統計の確認、調査対象へのアンケート調査・ヒアリング

・現状の確認（社会環境・路線バス・モノレール・行政・事業者等）
・抽出した課題の整理

令和6年11月8日～令和7年２月28日

沖縄振興開発金融公庫 調査部 地域連携情報室（平良 貴洋、宮平 秀悟）
琉球大学 工学部 准教授 神谷 大介
琉球大学 工学部 社会基盤デザインコース 神谷研究室

上間 大輔（修士2年）
新里 莉理、安部 徳哉、羽生 陽向、比嘉 悠（学部3年）

(1)目的

(2)調査内容
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(3)確認方法

２

「社会環境」、「陸上交通」、「行政・事業者」の３つの観点から確認事項を設定。各種統計や実地確認、行政・
事業者へのヒアリング等により得た情報を基に現状を確認。
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ア 沖縄県の渋滞

(1)社会環境

〇渋滞は全国ワーストクラス。人口１人あたり年間５５時間の可処分時間の減と生産性の低下をもたらして
おり、生活の質が低下。

〇通勤・通学の交通手段は66.1%が自家用車。人口密度の近い兵庫県（36.1%）と比較すると、２倍近い。
他方、公共交通の利用率は１割に満たない。

〇通勤・通学において複数の交通手段を使用する（乗り継ぐ）のは、全国のが10.3%、兵庫県が13.6%に
対し、沖縄県では4.5%に留まる。

３

イ 公共交通分担率

（出所）令和2年国勢調査（出所）沖縄交通リ・デザイン協議会資料

2倍近い

1割未満
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〇沖縄本島の路線バス利用者数は減少傾向が長く続き、令和4年（2022年）の利用者数は約2,130万人
と昭和60年（1985年：約7,720万人）に比べて約72.4%も減少。

(2)陸上交通（路線バス）①

〇県内各地での渋滞の慢性化から、バス事業者は時間帯によって所要時間を調整して時刻表を設定して
いるが、サンプルによる実地調査の結果、起点から終点までの所要時間は、ピーク時にはいずれの便
も9分以上の遅れが見られた。利用客の乗降に係る時間も運行の遅れに影響。

４

ア 利用者数の推移

イ 時刻表の設定と実際の定時性

（出所）沖縄県地域公共交通計画

路線バス利用者数の推移

（出所）調査結果を公庫・学生で整理

＜実地調査の概要＞
主要路線２路線と基幹急行バス１路線を選び、ピーク時及びオフピーク時の各バス停の到着時刻

を確認（調査日時：令和7年1月24日（金））。
＜対象路線＞
21番（具志川BT-那覇BT）
89番（糸満BT-那覇BT）
23番（コザ-那覇BT） ※基幹急行バス
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（２）陸上交通（路線バス）②

５

ウ 通勤コスト・定期券利用率

〇沖縄県の路線バスの6カ月通勤定期代は、他の国内都市における同距離帯の公共交通（鉄道・バス等）と
比較して高い水準にあり、10km圏で約13万円、20km圏だと約20万円に達する。また、定期券利用
率は11%と全国で最も低い。

エ 乗務員数の推移・路線バス運転手の待遇

〇県内のバス運転者数は平成29年度（2,900人）をピークに減少傾向となり、令和4年度には過去最低
の1,641人となった。また、令和12年には運転手の平均年齢が62.9歳に達する見込み。

〇令和6年10月時点の県内路線バス・観光バス・ホテル及び県外路線バス運転手の待遇を比較したところ、
県内路線バス運転手の待遇は決して良い条件とはいえず、特に年間休日数は比較対象と比べて年間30
～40日も少ない。

（出所）りゅうぎん総研「沖縄県内におけるバス・タクシー運転手不足の現状と
課題解決に向けた検討」より

県内のバス運転者数の推移都道府県の定期券利用率

（出所）沖縄県地域公共交通計画
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〇乗客数は運行を開始した平成15年当時の年間749万7,788人から、令和5年度の1,994万8,279人
へ大幅に増加（約2.7倍）。定期券利用率は運行当初の7.8%から令和元年度のてだこ浦西駅開業以降は
25%を超えて推移しており、大幅に増加。

（3）陸上交通（モノレール）①

〇令和5年度の乗客数は、旭橋駅、おもろまち駅、赤嶺駅では運行開始時の2倍以上となっており、駅を中
心としたまちづくりが利用促進に重要であることがわかる。

６

ア 乗客数の推移

（出所）沖縄都市モノレール株式会社HPを基に作成
（出所）「沖縄都市モノレール20年のあゆみ」を基に作成

（出所）「沖縄都市モノレール20年のあゆみ」を基に作成

19,948,279人

駅別乗客数の推移
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〇令和元年10月に県が設置した「てだこ浦西駅パーク&
ライド駐車場」は、令和5年度には定期契約実績が745
台に達し、現在はキャンセル待ちの状況。令和4年度か
らは受託事業者が県からの指定管理料を得ることなく
黒字で運営し、県に納付金を納めている。

（3）陸上交通（モノレール）②

７

ウ てだこ浦西駅パーク＆ライド駐車場

〇沖縄都市モノレールは平成28年度に黒字化。コロナ禍
により赤字転落したものの、徐々に赤字額を減少させて
おり、今後の黒字化が期待される。

イ 収益の推移

てだこ浦西駅パーク＆ライド駐車場の定期契約実績と収支の推移

（出所）「指定管理者モニタリングシート（てだこ浦西駅）」を基に作成

（出所）「沖縄都市モノレール20年のあゆみ」
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＜実施概要＞
対象箇所について、乗り継ぎ環境等を実地調査。①乗り継ぎ案内、②バス待ち環境、③待ち時間に利用で

きる周辺施設等の３点を確認。

（4）乗り継ぎ案内等の確認（バス停・バスターミナル等・モノレール駅）①

〇バス停、バスターミナル及びモノレール駅について乗継案内等の乗車環境を実地調査した結果、調査対
象のうち一部のバスターミナルを除き、わかりやすい乗り継ぎの案内がなされていないことを確認した。

＜対象箇所＞
①バス停（5箇所） ②バスターミナル等（４箇所） ③モノレール（6駅）

①バス停実地調査まとめ

（出所）実地調査結果を公庫・学生で整理
８
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（4）乗り継ぎ案内等の確認（バス停・バスターミナル等・モノレール駅）②

９

③モノレール駅実地調査まとめ

（出所）実地調査結果を公庫・学生で整理

（出所）実地調査結果を公庫・学生で整理

②バスターミナル等実地調査まとめ
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〇近年、沖縄本島では各圏域での交通結節点整備に向けた取組が盛んになっていることから、行政や事業者
等における本島内公共交通（バス・モノレール）の現状・課題の認識と、方針・計画、取組状況等について、ヒ
アリングにより情報を補完した。

(5)行政・事業者等①

〇各ヒアリング対象において、公共交通機関の利用促進や交通結節点の整備に向けた取組が進められている
ことを確認した。

10

＜実施対象＞
・行政機関（内閣府沖縄総合事務局・沖縄県・那覇市・沖縄市・名護市・南城市）
・沖縄都市モノレール株式会社
・一般社団法人沖縄県バス協会

（出所）沖縄交通リ・デザイン資料より引用（一部加工） （出所）内閣府沖縄総合事務局「Muribushi11月12月号」 （出所）わった～バス感謝祭 乗りほ～DAYチラシ
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(5)行政・事業者等②

11

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状と課題について」

（出所）那覇市LRT整備計画素案（概要版） （出所）那覇市HP

（出所）沖縄県提供資料「沖縄本島におけるバス交通の現状と課題について」
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(5)行政・事業者等③

12

（出所）沖縄市交通拠点整備基本構想

（出所）沖縄市HP （出所）南城市HP

（出所）第3回名護市総合交通ターミナル検討部会資料

（出所）沖縄市HP （出所）南城市HP
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（１）確認した現状と抽出した課題
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（2）課題類型の整理

〇各事項から抽出した課題について、その性質・類似性を踏まえ、課題類型を以下の３つに整理。
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〇以前は上田名バス停を経由していたバス路線を、田名バスターミナル発着にまとめて再編することで、
田名バスターミナルを中心とした各駅へのバス網を整理。

ア バス路線の再編に合わせたバス乗換拠点施設の整備（田名バスターミナル：神奈川県相模原市）

15

（１）定時制の向上と運行効率化に向けたバス路線の再編と関係機関相互の連携等

＜効果＞
〇長距離路線を分割することで定時
性が向上

〇拠点施設を中心とした路線網とな
り、各方面へのアクセス性が向上

〇タクシー乗り場等の整備により他
の交通手段との乗り継ぎの利便性
が向上

（出所）バスを中心とした交通結節点に関する参考事例（国土交通省）
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〇富山駅の高架化に併せて区画整理を行い、駅周辺に分散していたバス停を集約した新たなバスターミ
ナルを駅前広場に整備。

イ 駅前空間の再編による各交通手段の接続強化（富山駅前バスターミナル：富山県富山市）

16

（１）定時制の向上と運行効率化に向けたバス路線の再編と関係機関相互の連携等

＜効果＞
〇分散していたバス停の集約や駅前
広場へのバス・タクシー乗り場の一
体的な配置により乗り換え利便性
を改善

〇新たにタクシー・バス案内所を整備
し、利用者の利便性を向上

（出所）バスを中心とした交通結節点に関する参考事例（国土交通省）
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〇今後の人口減少・超高齢社会を見据えた公共交通ネットワークの維持・拡充に向け、４事業者（鉄道・バ
ス）・熊本県・熊本市がフラットに議論・連携するため、「共同経営型の事業形態」へ移行。

ア 複数の路線バス事業者による共同経営（熊本県熊本市）

17

（2）持続可能な運行に向けた取組（利用転換の推進・人材の育成・確保等）

（出所）熊本の路線バス事業者による共同経営について（熊本都市バス株式会社） （出所）日本モビリティマネジメント会議HP（第19回JCOMM賞マネジメント賞資料）

＜効果＞
〇重複路線の最適化や共通定期券の開始、
市内中心部の均一運賃導入等を実施、利
便性が向上

〇運行効率化により令和3年度及び４年度
の２年間で1億7,700万円の収支改善
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〇バスの担い手確保が年々困難となる中、「人財の確保」を最も重要な経営課題の一つと捉え、「人財確
保大作戦」と銘打って令和5年12月から待遇改善等の取組を続けている。

イ 横浜市交通局の人財確保大作戦（神奈川県横浜市）

（2）持続可能な運行に向けた取組（利用転換の推進・人材の育成・確保等）

（出所）横浜市HP
（出所）横浜市HP

18
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〇交通結節点の将来像の検討にあたっては「まちを良くする」視点が欠かせず、「駅まち空間」として一体
的に捉え、関係者等と幅広い協議・調整をしながら柔軟な発想で検討する視点が重要と指摘。

ア 駅まちデザインの５原則（国土交通省）

（3）利用促進に向けた駅周辺のまちづくりへの寄与と誰もが利用しやすい環境の整備

（出所）駅まちデザインの手引き（国土交通省）

〇「駅まち空間」の形成を目指して関係者が連携して一連のプロセスに取り組むことを「駅まちデザイン」
と呼び、取り組みにあたり、駅とまちが上手に付き合っていくための５原則を紹介。

19
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（1）課題類型①（定時性の向上と運行効率化に向けたバス網の再編と関係機関相互の連携）に必要な対応

＜ア：各圏域における交通結節点の整備と交通結節点を中心としたバス網の再編＞
〇定時性を保つには、各圏域に交通拠点となる交通結節点を整備し、そこを中心とした短距離・多頻度
路線を展開していくことが必要。

＜イ：バスレーン・基幹急行バスの拡充＞
〇遅延する要因（自家用車との競合・停車によるタイムロス）を物理的に除去することで定時性の改善
が期待できる。

＜エ：県・市町村の広域的な連携による方針・計画の検討と実施＞
〇利用者にとって行政区域は関係なく、利用者目線の生活圏に即した公共交通が重要。行政にはその
区域に捉われず、近隣市町村とも広域的に連携して、住民生活にとって実効性の高い施策が展開さ
れることを期待したい。

＜ウ：利用者の乗降に要する時間の短縮に向けた取組＞
〇乗降口を分ける、タッチ決済を導入する等して利用客の乗降による運行の遅れを短縮できないか。
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＜イ：利用促進の必要な駅周辺店舗とタイアップした取組の実施＞
〇効果的に実施するためには、継続的な取組が求められる。

＜ウ：利用者目線のわかりやすい乗り継ぎ案内＞
〇利用者目線に立ち、どの方面へ行くにはどのバス路線に乗り継げばよいのかをわかりやすく、目に
留まりやすい場所に案内を表示する必要がある。

＜エ：バス運転手等の待遇改善と担い手のエンゲージメントの向上＞
〇やりがいを持って業務に取り組めるよう、成果を上げた従業員に報いるなど、従業員のエンゲージ
メントの向上を図るとともに、処遇を上げる仕組みづくりが必要である。

＜ア：通勤・通学における自家用車から公共交通への利用転換の啓発・機運醸成＞
〇通勤・通学の双方において公共交通への利用転換を進めていく必要があり、継続利用者の増加に
ターゲットを絞り、施策を実施することが効果的ではないか。

（2）課題類型②（持続可能な運行に向けた取組（利用転換の促進・人材の育成・確保等））に必要な対応
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（3）課題類型③（利用促進に向けた駅周辺のまちづくりへの寄与と誰もが利用しやすい環境の整備）に
必要な対応

＜ア：行政、運行事業者、住民、その他関係機関を巻き込んだ交通結節点を中心とした住みよく賑わいの
あるまちづくりの議論・検討＞
〇まちづくりの議論・検討にはあらゆる主体が関わる必要があり、行政や運行事業者は様々な手法を
通じて住民等へ情報を発信し、住民等はその機会に積極的に関わり、意見を伝え、施策に盛り込んで
いくことで、丁寧なPI（パブリック・インボルブメント）手法を通じたまちづくりが達成される。

＜イ：車両・施設における誰でも利用しやすく、安全安心な環境の整備＞
〇上記の取り組みの過程において、高齢者や障がい者をはじめとする方々からの意見もしっかりと取
り入れていき、誰でも利用しやすい安全・安心な環境整備を進めることができる。


